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1  連 載 内 容

2008年 3月 に大阪で開植された第 1回 の安全な暮ら

しのための情報技術研究会では,“社会安全のためのト

レーサビリティ
カ
のテーマに関する講演と議論とが行わ

れた そ の講演内容に関しfF会議編集委員会から依頼が

あり,多 少の加事を施して,1年 間の予定で学会議に遵

載を行うことになった 当 初の順序とは幾分異なるが,

前号までに次のトピックを掲載することができた

2 最 近の社会状況

2008年3月の研究会で提起されたこれらの課題のい

くつかは,こ の連載期間中にも現実の社会問題としてヤ

スコミなどで騒がれることになった 例 えば,親 物に汚

染された中国製の餃子がそれを食べた人の健康を損ね

て,中 国からの輸入資品のトレースの必要性がクローズ

アップされた 昨 年末にはマルチ商法に関与し支援を行

った国会議員の行動が批判され,国 会の場での関連議読

を引き起こした

その結果として,画 儀電子学会が企画した安全な暮ら

しのための情報技術研究会での議演とそれに基づく本連

載とは,本 学会がまさに社会に直結した活動を行い,社

会問題をいち早く取り上げて問題提起を行っていること

を広く周知させることに寄与した ま た、 この連載で取

り上げられた安全 安 心のキーワードは,2009年 度の

本学会年次大舎のテーマ
“
安心 安 全 快 適な社会を実

現する画像技術
"に
も反映された

第 1回の安全な暮らしのための情報技術研究会と本遵

域とは,“社全安全のためのトレーナビツテイ
ら
に関す

る現状技術の紹介と問題提起を行つたが,問 題への解決

を与えているわけではない 本 学会の会員の皆様および

関係者による情報技術,画 像技術をも駆使した通切な解

決方法が開発されることを期待する

3 今 後の委員会活動

安全な暮らしのための情報技術研究会では,今 後も具

体的な諸問題について研究全ヨアメンバに加えて研究会

参加者が検討を深め,情 報発信をしていくことになる

最近の研究会での議論を振り返ると=問 題解決意向の方

向性と並存して,そ の解決手段となるシステム,お よび

法規常1についての基本的,電 話的問題意識に基づく議論

力増 えている 政 府の法規制に実際関与している経験を

もつヨアメンバからの指摘や問題提起,そ して法律専門

( 1 )テ キストマイエング,デ ータマイエングと社会活

動のトレース ,山田 篤 ( A S T E M ) 3 7 , 6 , 2 0 0 8

11

( 2 )イ ンターネットでのルーツトレーシングによるヤ

ル チ商法対策 :小 町 由香里( A d t t i o ) 3 8 , 1 ,

2009-01

(3)ト レーシングの理論と思想 安 全安心考 1西村春

夫(常磐大学)38,2,200903

(4)食 品トレースの実態と採題一食品表示偽装は防げ

るか :言松恵子(消費生活相説員)38,2.2009-

03

(5)ICタ グを用いた子どもの安全安心システムの検

討一公立小学校での社会実証実験を事例として ,

伊藤京子(大阪大学)38,3,200905

(6)SPAMメ ールに対する新たな規制一安全 安 心

なインターネットライフをめざして :吉松恵子

(消費生活相談員)38,4,200907
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のメンバから立法上の問題,基 本的人権に基づく原理的

な指摘もなされている そ こには,“情報を公開すべし
"

と
“
公開されたときの関係者の権利の保護を

"と
いう原

理の対立軸の認識があり,同 時に
“
有害な情報をどのよ

うな形であれ排除していく
"と
する国家的,社 会的ニー

ズが背景にある

ポルノや許紙的な有害情報の発信源 犯 罪行為地を技

術的にトレーシングすることが可能になったにしても,

現代の国際化状況では,日 本国内での問題解決では済ま

ない,限 界がある, との認識に至っている 特 に有害情

報の発信基地が海外である場合,た とえそれを確認して

も,そ の後の実際の摘発ガ布 われ得るのかどうかについ

ては,困 難な問題お携 る 犯 罪捜査共助にかかわる国際

条約というまさしくグ,― ″ヽルな課題となっている

これらの課題は,安 全な暮らしと社会のためにこのま

まに放置できない 今 後の展望としては,将 来の技術草

新でどこまで対応できるか,そ して個別問題と並行して

人権を基本においての対応策の確立,法 整備,お よびそ

れうに基づくシステムの検討を進めていくことになる
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